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はじめに 

 
 少子高齢化と人口減少の進展は、今後の我が国の社会経済情勢に大きな影響を与えることにな

る。全国の各地における人口分布がどのような方向に向かい収束していくのかは、各都市の今後

の土地利用規制や市街地整備のあり方を左右する大きな問題であり、このような社会構造の変化

過程においては、人口分布の空間的変化を正確に把握し予測することがますます重要になる。 

人口移動に影響を及ぼす要因を抽出し、町丁目レベルの詳細な単位で分析することは、当該要

因が人口の地理的分布に及ぼす影響を明らかにし、さらには人口分布の予測手法の確立に寄与す

るものと期待される。 

本研究は、このような認識のもと、商業施設が人口移動に影響を及ぼす要因の 1 つと考え、商

業施設の中でも中心市街地の衰退を招く等、都市構造に大きな影響を及ぼすと考えられる大規模

商業施設の郊外立地が人口分布に与える影響について、データ解析、事例調査等により検証を行

った。 

 
本研究の実施にあたっては、獨協大学経済学部 倉橋透教授、長岡技術科学大学建設・環境系 

樋口秀助教授にご協力いただき、データ解析において貴重なご指導・ご助言を頂戴したほか、事

例調査の実施に際しても多大なご尽力を賜った。データの収集・整理にあたっては、総務省統計

局、経済産業省商務流通グループ流通政策課中心市街地活性化室から協力を得た。また、熊本市

の現地調査に際して、熊本大学 両角光男教授にご協力いただいた。さらに、国内の現地調査で

は、関係機関の方々から多大なご協力を賜った。これらの方々に、この場を借りて、厚く感謝の

意を表したい。 
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The influence of the location of commercial facilities on urban structure 
- Towards establishing a method to forecast changes in population distribution in the process 
of social structural change 
 
Summary 
 
This research report analyzes and discusses factors affecting changes in population 
distribution. Based on the assumption that the establishment of large-scale commercial 
facilities is a factor of migration, the report focuses on the correlation between population 
distribution and distance from city centers and large-scale commercial facilities.   
 Firstly, data on population distribution of 606 municipalities nationwide (a total of 
690 districts) between 1995 and 2000 was collected to determine the structural change in 
urban population. The 606 municipalities selected are those which formulated the City 
Center Vitalization Basic Plan, based on the former Act on the Improvement and Vitalization 
in City Centers. A city center decline was observed in 361 cities (53% of the total).  When 
population changes of prefectural capitals were compiled based on the theory of "Processes of 
Urban Development" by Klaassen and Paelink, a population decline or “de-urbanization” was 
observed in some prefectural capitals with a population of less than 500 thousand.  
 Secondly, more detailed case studies were conducted involving the cities of 
Utsunomiya, Okazaki, Hikone, Nagahama, Kitakyushu, Sasebo and Kumamoto.  Population 
density, employment density and posted land prices were used as objective variables, and 
travel distance from the city center or large-scale commercial facilities in each city section 
(cho-cho-moku) were used as explanatory variables to conduct a regression analysis based on 
the theoretical model of polycentric city structure proposed by Anas, Arnott and Small. In 
addition, site surveys, including interviews, on-site visits and compilation of visual data 
using GIS (population increase/decrease of each section shown on the map), were conducted 
to shed light on all possible factors affecting population distribution changes.  
 No clear correlation between the travel distance from the commercial facility having 
the largest floor area and population distribution changes in city sections between 1995 and 
2000 was observed in the case cities.  

Through site surveys the direct impact of the establishment of large-scale 
commercial facilities on: a) population increase (e.g. housing development) and b) 
employment increase (e.g. a new shopping facility attracting businesses in other categories) 
was partly observed. On the other hand, the impact of development projects based on 
regional/city plans and policies (including improvement of major roads and urban areas, or 
zoning change) was observed in all cities. Such projects are likely to have a greater influence 
on changes in population distribution.  
 



Key words:  changes in social structure, commercial facilities, trends of declining birthrate, 
aging of the population and depopulation, town and section (cho-cho-moku), population 
distribution change 



本研究の要旨 

 
本研究は、大規模商業施設の立地が人口移動の要因の 1 つと考え、人口分布と中心市街地や大

規模商業施設からの距離との相関関係に着目し、人口分布の変化要因を分析・考察することを目

的として検討を行ったものである。 
都市の人口構造の変化については、旧中心市街地活性化法に基づき中心市街地活性化基本計画

を策定した全国 606 市区町村（690 地区）を対象に、平成 7 年から平成 12 年までの人口分布の

変化を整理した結果、中心市街地が衰退している都市は 361 都市（約 53％）にも上ることが判

明した。特に、県庁所在都市において、クラーセン＝パーリンクの都市発展段階説を用いて各地

区の状況を整理したところ、50 万人未満の県庁所在都市では都市全体の人口の減少が見られる

「逆都市化」している都市も見受けられる。 
宇都宮市、岡崎市、彦根市、長浜市、北九州市、佐世保市、熊本市を対象とした事例分析では、

人口や雇用密度、公示地価を目的変数に、中心市街地や大規模商業施設から各町丁目までの移動

距離を説明変数として、Anas,Arnott and Small が提唱する多心型都市構造を描写するモデル式

を用いて回帰分析を行うとともに、ヒアリング調査、現地調査、GIS を用いた視覚的な整理を通

した即地的検討を行った。 
本研究における調査をとおして、平成 7 年から平成 12 年の間に立地した各研究対象都市で最

大の店舗面積を持つ大規模商業施設からの距離と人口分布の変化の間に、はっきりとした相関を

みることはできなかったが、即地的検討によれば、距離以外の要因として、大規模商業施設の立

地が各研究対象都市において直接的に宅地開発の促進による人口の増加や他の業種・業態の誘発

による雇用の増加に影響を及ぼしている場合もあるが、それ以上に、幹線道路や市街地の整備、

区域区分の変更等を含めた広域的な都市計画や都市政策による開発事業等が人口分布の変化に影

響を及ぼす主要因の 1 つであることが考えられる。 
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研究のフロー 

 本研究のフローは以下のとおりである（図）。 
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第 １ 章 
 

本研究の目的・背景及び進め方 
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第1章 本研究の目的・背景及び進め方 

１．本研究の目的・背景 

少子高齢化・人口減少が進行していく中で、全国の各都市において、中心市街地の空洞化や居

住地の郊外化等が進行し、中心市街地や計画開発住宅市街地等において、高齢者の割合が極端に

増加している地区も多くみられる。 

こうした人口の構造変化が、都市を構成する町丁目毎にどのような方向に向かい収束していく

のか（例えば、ある空き地・空き家の多い地区がそのままの状態で放置されるのか、それとも他

の地区からの人口流入や一人当たり居住面積の拡大によって活気を取り戻しうるのか）は、各都

市における今後の土地利用規制や市街地整備のあり方を左右する大きな問題である。 

人口分布の変化に与える影響要因の分析について、町丁目単位という細分化された人口を用い

て、各種要因との相関関係から経年的に検討したものはこれまでない。例えば、市境付近に立地

する大規模商業施設の影響を調べるにあたっては、一般的には市区町村単位か施設周辺のごく限

られた範囲での分析が多いが、これでは都市内部に与える影響を詳細かつ全体的に把握すること

は難しい。しかし、町丁目単位で分析することにより、市域の中でも市境付近での人口増加の減

少や中心市街地付近での人口減少などといった都市内部の状況を詳細かつ全体的に把握すること

が可能となる。 

本研究では、特に大規模商業施設等の立地が人口分布の空間的な変化に影響を与えているかど

うかを検証するため、町丁目単位での人口データを用いて、その実態を明らかにすることを目的

としている。 

今後、さらに、町丁目毎の人口及びその年齢別構成と、当該地区から商業施設や教育文化施設、

医療施設へのアクセス等の利便性や、当該地区における犯罪発生率や災害危険度等の安全性、景

観や緑被率等の快適性等との相関関係をもとに、人口移動の状況について詳細に検証を行い、都

市の人口の構造変化に影響を及ぼす要因を明らかにすることができれば、人口分布の変化の予測

手法を確立することが可能となると期待される。 

 

２．本研究の進め方 

本研究は、平成 17～18 年度の 2 ヵ年で、国内の現地調査を中心に情報収集するとともに、研

究会において研究の進め方や収集した情報の分析を行った。 
回帰分析を進めるにあたり、平成 7 年度及び 12 年度1の「国勢調査23小地域集計結果（第 1 次基

本集計に関する集計）」の第 2 表（基本単位区別・性別・5 歳階級別人口）の集計結果（数値デー

タ）及び統計地理情報（地図データ）、平成 8 年度及び平成 13 年度4の「事業所・企業統計調査（産

業（大分類）別就業者数）」の第 1 表（市区町村・町丁大字別）の集計結果（数値データ）、平成

7 年度及び平成 12 年度の公示地価5、NITAS（総合交通分析システム）6を用いた計算を行った。 

                                                  
1 平成 2 年度調査では、調査区が町丁目界を反映したデータとなっておらず、町丁目単位での集計は不可能。 
2 住民基本台帳では基本的に町丁目単位での集計・整理は行われておらず、市町村単位の分析のみとなる。 
3 調査時に日本に居住する外国人を含む全ての人を対象に、人口、世帯に関し、男女、年齢、国籍、就業状態、仕

事の種類、世帯員の数などを調べる国の最も基本的、かつ、規模の大きな調査。総務省統計局が 5 年毎に実施。 
4 国勢調査の集計結果とは年度が一致していないが、データの存在の都合上、比較可能な数値として用いることと

した。 
5 国土交通省、土地総合情報ライブラリー 土地総合情報システム（地価公示検索・地価調査検索・取引価格検索）

を活用 
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なお、本研究を完了する直前になって、平成 17 年度の国勢調査小地域集計結果（基本単位区別・

性別・5 歳階級人口）の集計結果（数値データ）を入手することができた。そこで、人口につい

ては、平成 7 年から平成 12 年の変化に対する分析・考察を中心とするものの、簡単ではあるが最

新データを用いた分析・考察も急遽追加することとした。しかし、時間の制約上、この平成 17
年度国勢調査の時点に合わせて、同時点の事業所企業統計調査結果や公示地価のデータを用いた

分析・考察は今回行っていない。 

 

３．調査事項の概要 

（1）ヒアリング及び現地調査 

大規模商業施設の立地状況と都市規模を考慮し、以下の 7 都市を抽出した。また、各都市の行

政担当者にヒアリング調査を行い、併せて現地調査も実施した。 
＜100 万人以上の都市＞  … 北九州市 
＜50 万人以上 100 万人未満の都市＞ … 熊本市 
＜30 万人以上 50 万人未満の都市＞ … 岡崎市 
 … 宇都宮市 
＜10 万人以上 30 万人未満の都市＞ … 彦根市 
 … 佐世保市 
＜5 万人以上 10 万人未満の都市＞ … 長浜市 

 
（2）研究会の実施 

 本研究を進めるにあたり、データ処理や現地調査、ヒアリング調査の実施等に関して広く知見

を得るために、学識経験者として獨協大学経済学部教授 倉橋透先生及び長岡技術科学大学助教

授 樋口秀先生を委員に迎えて、「少子高齢・人口減少下における社会資本整備に関する研究会」

を以下の日程で開催した。 
＜実施日＞ 

 ・第 1 回研究会：平成 18 年 10 月 26 日（木） 

 ・第 2 回研究会：平成 19 年 01 月 18 日（木） 

 ・第 3 回研究会：平成 19 年 03 月 15 日（木） 

 

                                                                                                                                                            
6 国土交通省が開発したものであり、NITAS（総合交通分析システム）は、道路、鉄道、航空、船舶の各交通機

関を組み合わせて総合的に交通体系の分析を行うシステムである。 
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第2章 全国の各都市の状況 

１．我が国を取り巻く社会情勢の変化 

(1）人口減少社会の進展 

2005 年 12 月 22 日に厚生労働省から発表された 2005 年の「人口動態統計」（年間推計）によ

ると、出生数は前年比 4 万 4000 人減の 106 万 7000 人、死亡数は同 4 万 8000 人増の 107 万 7000
人となり、差し引きで 1 万人の「自然減」であった。出生数が死亡数を下回る自然減は 1899 年

に統計を取り始めて以来初めてであり、我が国が人口減少時代に突入したと言ってよい。 
また、国立社会保障・人口問題研究所による推計では、2046 年には人口が 1 億人を割り込み、

2055 年には 8,993 万人になると試算1されている。2005 年の合計特殊出生率が 1.262と、2004 年

の 1.29 の水準からさらに低下したことから、少子化の問題は深刻さを増している（図 2-1）。 
 

 
図 2-1 日本の将来推計人口 

【国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）より】 

 

                                                  
1 出生中位推計の結果に基づく推計。出生高位推計によれば、2055 年には 9,777 万人。出生低位推計によれば、

8,411 万人と推計されている。 
2 厚生労働省 平成 17 年人口動態統計より。（2006 年 11 月 報道発表） 
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（2）都市活力の衰退 

我が国の経済は、回復の傾向にあるが、景気回復の状況は地域によってばらつきが見られる。

また、全国の多くの都市において、少子高齢・人口減少の進展や中心市街地の空洞化等により活

力が低下している。 
平成 18 年度の国土交通白書3では、自分の住んでいる地域について不満な点（複数回答）にお

いて、町村では 2 割以上の人が選んだ選択肢は、「経済が停滞している」、「公共交通の便が悪い」、

「買い物に不便である」、「医療や福祉の水準が低い」、「雇用の機会に恵まれていない」の 5 つに

も上る。16 大都市及びその他の市ではそれぞれ 1 つのみであったことを考えると、都市規模別で

大きな差があることが分かる（図 2-2）。 

 
図 2-2 自分の住んでいる地域について不満な点（複数回答） 

【平成 18 年度 国土交通白書 第 I 部地域の活力向上に資する国土交通行政の展開 p6 より】

                                                  
3 国土交通白書 2007 平成 18 年度年次報告、国土交通省編 
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（3）地域再生・都市再生のための施策 

地域再生・都市再生のための施策としては、まちづくり交付金の創設や地方道路整備臨時交付

金運用改善、地域再生支援チームの設置等の取組みや、民間事業者のノウハウや資金の活用促進

及び参入機会の拡大等が推進されている。 
身近な中心市街地の活性化のための施策としては、「中心市街地における市街地の整備改善及び

商業等の活性化の一体的推進に関する法律」（以下、「中心市街地活性化法」）に基づく、基本計画

の策定や市街地の整備改善、商業等の活性化に関する事業等が実施されている（図 2-3）。 
中心市街地活性化法に基づく基本計画については、平成18年7月12日までに606市区町村（690

地区）4が作成済みである。 
 

 

図 2-3 中心市街地活性化支援策事業の全体スキーム 

【平成 16 年度 国土交通白書 第 II 部国土交通行政の動向 p104 より】 

                                                  
4 中心市街地活性化推進室 HP より。http://chushinshigaichi-go.jp/oldindex.htm 
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２．人口構造の変化 

（1）全国の各都市の動向 

全国の各都市の平成 7 年から平成 12 年における人口構造の変化の状況を示す。 
整理の方法については、クラーセン＝パーリンクの唱える都市発展段階説5を用いる。宮尾は「ク

ラーセンやパーリンクをはじめとするヨーロッパの地域学者達は、都市は、成長過程において産

業や人口の集中が進み、その後分散傾向が生じるとともに、衰退過程に入っていくという都市の

成長・衰退の段階説を唱え、さらに衰退した都市が再生するのか否かを検討している。 
彼らの説によれば、都市の発展段階は、大きく「成長期」と「衰退期」に分類される。成長期

は、集中傾向が強い「都市化」の過程と分散傾向が支配的な「郊外化」の過程とに二分されるが、

中心部と郊外を合わせた都市圏全体の人口は一貫して増加を続ける。これに対して衰退期は、都

市圏全体の人口減少が見られ「逆都市化」の過程とも呼ばれる。さらに、都市化、郊外化、逆都

市化の過程は、集中や分散の進行パターンが絶対的か相対的かによって、それぞれ 2 つの時期に

分けられ、合計で 6 段階の発展過程をたどることになる」と整理している。 
クラーセン＝パーリンクは、都市の発展段階を分類するにあたり「中心人口」、「郊外人口」、「都

市圏全人口」の 3 つのエリアを設定している。また、それぞれの段階については、都市はまず成

長期を迎えて中心部に人や施設等が集中して高密度な市街地が形成される（1 段階）。さらに都市

の成長が続くと中心部の人口も増加するが、次第に郊外でも人口が増加する（2 段階）。郊外化が

ピークになる時期には中心部は次第に衰退を始め（3 段階）、都市全体としては成長するが中心部

の衰退・空洞化が始まる（4 段階）。さらに郊外でも衰退が始まり（5 段階）、最終的に都市は衰退

期を迎える（6 段階）と考えることができる。 
クラーセン＝パーリンクの唱える都市の発展段階の分類は以下のとおりである（表 2-1）。 

表 2-1 都市の発展段階 

（段階） （１） （２） （３） （４） （５） （６）
中 心 人 口 + ++ + - - --
郊 外 人 口 - + ++ + + -
都市圏全人口 + ++ + + - -

相 対 的
分 散

成長期 衰退期
都市化 郊外化 逆都市化

絶 対 的
集 中

相 対 的
集 中

相 対 的
分 散

絶 対 的
分 散

絶 対 的
分 散

 
（注１）＋は増、＋＋は大幅増、－は減、－ －は大幅減を示す。 
（注２）中心市街地及び郊外ともに増加又は減少している場合は、絶対値の大きい方を

＋＋又は－ －とした 
（資料）Klaassen and Paelink,  “The Future of Large Towns”, Environment and 

Planning A 1979. 
 
人口構造の変化を整理するにあたり、市町村合併以前の 3000 以上の市町村全てを対象にする

ことは作業的に難しいため、ここでは、中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画

を作成している 606 市区町村（690 地区）を対象とする。そこで、本研究では、「中心人口」は中

心市街地として指定されたエリアに含まれる町丁目の人口、「郊外人口」は各市町村内の中心市街

地以外の町丁目の人口、「都市圏全人口」は各市町村の人口と置き換え整理している。また、第 2

                                                  
5 宮尾尊弘『現代都市経済学』第 2 版、1996 年、日本評論社、pp.36-41 
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段階の都市化の状況にあるのか、第 3 段階の郊外化にあるのかの判断として、郊外より中心市街

地の人口増加が大きければ「第 2 段階の都市化」、中心市街地より郊外の人口増加が大きければ「第

3 段階の郊外化」にあると判断した。 

地域別の基本計画の策定状況は以下のとおりである6（図 2-4）。 
 

 
図 2-4 中心市街地活性化基本計画の策定状況7 

 
 また、基礎データとして、平成 7 年度及び 12 年度の「国勢調査小地域集計結果（第 1 次基本

集計に関する集計）」の第 2 表（基本単位区別・性別・5 歳階級別人口）の集計結果を用いる。 
中心市街地として指定されたエリアに含まれる町丁目については、「平成 18 年度中心市街地商

業等活性化支援業務（情報収集・分析・提供事業）8」報告書を参考とする。 

                                                  
6 旧中心市街地活性化基本計画において提出された中心市街地の範囲は都市毎に異なっているが、本研究では提出

された基本計画に記された範囲をそのまま用いている。 
7 中心市街地活性化推進室 HP 基本計画の提出状況を参照 
8 中心市街地を持つ市区町村を対象とした統計データ分析により、中心市街地活性化事業の効果把握等に役立てる

ことのできる指標のデータベース化を図り、効果の顕在化状況の把握を行うことを目的とした調査。経済産業

省商務流通グループ中心市街地活性化室が実施。 

北海道・東北地方
――――――――
北海道：42 地区 
青森県： 9 地区 
岩手県：25 地区 
宮城県：17 地区 
秋田県：12 地区 
山形県：15 地区 
福島県：26 地区 

関東地方 
――――――――
茨城県 ：18 地区
栃木県 ：21 地区
群馬県 ： 9 地区 
埼玉県 ：34 地区
千葉県 ：20 地区
東京都 ：17 地区
神奈川県：16 地区

北陸地方
――――――――
新潟県：21 地区 
富山県：20 地区 
石川県：12 地区 
福井県： 7 地区 

中部地方
――――――――
山梨県： 6 地区 
長野県：27 地区 
岐阜県：11 地区 
静岡県：22 地区 
愛知県：26 地区 

近畿地方 
―――――――― 
三重県 ：11 地区 
滋賀県 ：16 地区 
京都府 ： 7 地区  
大阪府 ： 9 地区 
兵庫県 ：24 地区 
奈良県 ： 6 地区 
和歌山県： 8 地区 

中国地方 
―――――――― 
鳥取県 ： 4 地区 
島根県 ：12 地区 
岡山県 ： 6 地区  
広島県 ：16 地区 
山口県 ： 8 地区 

四国地方
――――――――
徳島県： 4 地区 
香川県： 6 地区 
愛媛県：13 地区 
高知県： 5 地区 

九州・沖縄地方 
―――――――― 
福岡県 ：21 地区 
佐賀県 ： 7 地区 
長崎県 ： 9 地区  
熊本県 ：24 地区 
大分県 ：11 地区 
宮崎都 ：10 地区 
鹿児島県：10 地区 
沖縄県 ：10 地区 
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その結果、250 を超える都市で郊外化、100 近い都市で逆都市化していることが分かった。 
 地方別でみると、北海道や東北地方で逆都市化が、北陸や中部地方で第 4 段階の郊外化が、ま

た、関東地方においても第 3 段階の郊外化の進行がみられる。 
都道府県別では、北海道で逆都市化が、愛知県で第 4 段階の郊外化が、千葉県で第 3 段階の郊

外化が最も多くなっている（表 2-2）。 
表 2-2 全国の都市総括表 

（段階） （１） （２） （３） （４） （５） （６）
中心市街地 + ++ + - - --
郊 外 - + ++ + + -
市町村全域 + ++ + + - -

⇓ ⇓ ⇓ ⇓ ⇓ ⇓
41 32 102 154 82 17

北海道 北 海 道 1 1 4 4 9 16
青 森 県 1 0 1 5 2 0
岩 手 県 3 1 3 2 2 1
宮 城 県 1 1 3 2 2 0
秋 田 県 0 0 0 1 3 0
山 形 県 1 0 0 6 2 0
福 島 県 1 0 1 5 5 0
茨 城 県 1 1 3 2 4 0
栃 木 県 1 0 6 4 1 0
群 馬 県 1 0 1 3 2 0
埼 玉 県 3 4 7 7 7 0
千 葉 県 1 0 9 6 1 0
東 京 都 2 3 8 2 0 0
神 奈 川 県 1 2 6 4 0 0
新 潟 県 1 0 2 5 3 0
富 山 県 0 2 0 6 3 0
石 川 県 0 1 1 3 0 0
福 井 県 0 0 1 3 0 0
山 梨 県 1 0 1 1 0 0
長 野 県 2 4 6 10 1 0
岐 阜 県 0 0 3 5 1 0
静 岡 県 0 0 6 9 0 0
愛 知 県 2 3 3 13 1 0
三 重 県 1 0 1 6 1 0
滋 賀 県 0 2 3 5 0 0
京 都 府 1 1 0 2 1 0
大 阪 府 2 0 1 1 1 0
兵 庫 県 0 0 6 5 2 0
奈 良 県 0 0 2 0 1 0
和 歌 山 県 0 0 0 1 2 0
鳥 取 県 0 0 0 2 0 0
島 根 県 0 0 0 3 0 0
岡 山 県 0 0 1 2 1 0
広 島 県 0 0 1 2 2 0
山 口 県 0 0 0 1 3 0
徳 島 県 0 0 0 0 2 0
香 川 県 0 0 1 1 1 0
愛 媛 県 1 1 0 2 3 0
高 知 県 1 1 0 2 1 0
福 岡 県 2 0 3 5 1 0
佐 賀 県 0 0 1 0 0 0
長 崎 県 1 1 0 0 2 0
熊 本 県 2 1 1 1 2 0
大 分 県 1 0 1 0 2 0
宮 崎 県 1 0 2 1 4 0
鹿 児 島 県 1 2 0 2 0 0
沖 縄 県 3 0 3 2 1 0

近畿

中国

四国

九州

東北

関東

北陸

中部

絶 対 的
分 散

絶 対 的
分 散

相 対 的
分 散

衰退期
都市化 郊外化 逆都市化

成長期

絶 対 的
集 中

相 対 的
集 中

相 対 的
分 散
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（2）県庁所在都市の動向 

 全国の各都市と同様に、県庁所在都市の平成7年から平成12年の人口構造の変化の状況を示す。 
 以下の表に見られるように、県庁所在都市においても多くの都市では、郊外での人口増加が顕

著な郊外化の段階にある。また、前橋市、福井市、甲府市、岐阜市、静岡市（旧静岡市）、静岡市

（旧清水市）、徳島市、那覇市では、都市全体の人口が減少している逆都市化の段階にある。 
また、人口規模別にみると、100 万人以上の都市では、中心市街地より郊外での人口増加が顕

著な第 3 段階の郊外化の段階、50～100 万人の都市では、中心市街地の人口が減少し郊外で人口

増加が続く第 4 段階の郊外化の段階、30～50 万人の都市では、郊外では人口は増加しているが都

市全体の人口が減少している第 5 段階の逆都市化の段階、30 万人未満の都市では、都市全体の人

口が減少している第 6 段階の逆都市化の段階にある（表 2-3）。 
表 2-3 人口規模別の県庁所在都市一覧 

横浜市（関内・関外地区） 9,324 110,191 119,515 ○
横浜市（戸塚駅周辺地区） 2,702 116,813 119,515 ○
名古屋市 8 19,365 19,373 ○
札幌市 274 65,069 65,343 ○
神戸市 3,057 66,549 69,606 ○
仙台市 -3,923 40,756 36,833 ○
さいたま市（旧浦和市） 4,959 26,586 31,545 ○
さいたま市（旧大宮市） 2,559 19,957 22,516 ○
京都市（伏見地区） 2,616 -668 1,948 ○
福岡市（香椎地区） -3,729 11,495 7,766 ○
千葉市 2,039 28,247 30,286 ○
熊本市 -4,621 16,292 11,671 ○
岡山市 -3,244 14,129 10,885 ○
岡山市（西大寺地区） 116 10,769 10,885 ○
鹿児島市（都心部） -1,104 6,920 5,816 ○
鹿児島市（谷山地区） 10,418 -4,602 5,816 ○
新潟市（新潟駅周辺地区） -1,513 8,175 6,662 ○
新潟市（亀田地区） 2,550 4,112 6,662 ○
新潟市（豊栄地区） 1,030 5,632 6,662 ○
松山市（旧松山市） -183 12,594 12,411 ○
静岡市（旧静岡市） -2,666 -1,731 -4,397 ○
静岡市（旧清水市） -932 -2,424 -3,356 ○
金沢市 -5,992 8,455 2,463 ○
宇都宮市 497 7,954 8,451 ○
大分市 3,354 6,137 9,491 ○
長崎市 82 -15,550 -15,468 
岐阜市 -13,013 8,630 -4,383 ○
和歌山市 653 -7,987 -7,334 
長野市（長野地区） -7,016 8,612 1,596 ○
長野市（篠ノ井地区） 45 1,551 1,596 ○
長野市（松代地区） -376 1,972 1,596 ○
高松市 -4,712 6,573 1,861 ○
高知市 15,748 -7,093 8,655 ○
富山市 280 45 325 ○
秋田市 -1,999 7,676 5,677 ○
宮崎市 1,034 4,653 5,687 ○
那覇市 -9,457 8,599 -858 ○
青森市 -452 4,144 3,692 ○
福島市 -2,223 7,590 5,367 ○
盛岡市 942 1,423 2,365 ○
大津市 -234 12,142 11,908 ○
前橋市 -2,842 2,209 -633 ○
徳島市 -828 340 -488 ○
山形市 -1,728 2,609 881 ○
福井市 -69 -3,261 -3,330 ○
水戸市 2,333 -1,941 392 ○
甲府市 -493 -4,477 -4,970 ○
佐賀市 776 -4,052 -3,276 
津市 -1,924 2,014 90 ○
松江市 -1,942 7,142 5,200 ○
鳥取市 -2,051 6,160 4,109 ○
山口市 -1,056 5,924 4,868 ○

100万人以上

50万人以上
100万人未満

30万人以上
50万人未満

30万人未満

5
（-,+,-）

6
（--,-,-）

都市全体
（c）

1
（+,-,+）

衰退期
都市化 郊外化 逆都市化

2
（++,+,++）

中心市街地
（a）

郊外
（b）

成長期

4
（-,+,+）

人口規模
（H12時点）

3
（+,++,+）

都市又は地区名

 
（注 1）＋は増、＋＋は大幅増、－は減、－ －は大幅減を示す 
（注 2）中心市街地及び郊外ともに増加又は減少している場合は、絶対値の大きい方を＋＋又は

－ －とした 
（注 3）単位は人 
（注 4）中心市街地（a）、郊外（b）、都市全体（c）の数値は、平成 12 年人口と平成 7 年人口の

実数の差 
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表 2-3 の都市の人口規模別の状況をグラフ化したものは以下のとおりである（図 2-5、2-6、2-7、
2-8、2-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 都市発展段階説の成長と衰退の過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 人口 100 万人以上                図 2-7 人口 50～100 万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 人口 30～50 万人                  図 2-9 人口 30 万人未満 

（注 1）X 軸（中心市街地）及び Y 軸（郊外）は、それぞれ平成 12 年と平成 7 年の実数の差である 
（注 2）図のまとめ方は、経済企画庁（1980）を参考としている 
（注 3）図 2-6～2-9 の点線は、原点（0,0）から 45 度の角度の線である。 
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北九州市・佐世保市・熊本市を事例として～ 
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第3章 ケーススタディ 

１．研究対象都市の選定  

対象都市を選定するにあたり、まずは、以下の 2 つの条件を満たす都市を抽出した（表 3-1）。 

①中心市街地活性化又は再生のための施策1を展開している。 

②郊外部2において、店舗面積 1 万㎡以上の大規模商業施設が 1990～2000 年の間に 1 件以上立

地している。 

 表 3-1 都市規模別都市別の大規模商業施設立地状況 

大規模商業施設 
都市規模 都市名 

店舗数 最大面積の店舗名 店舗面積／延床面積（㎡）

札幌市 5 イオン札幌平岡 SC 39,906 ／ 84,251 ㎡

神戸市 4 ジェームス山サティ 23,362 ／ 99,076 ㎡100 万人以上 
北九州市 3 IDC 小倉ショールーム 19,554 ／ 112,165 ㎡

熊本市 3 ゆめタウンはません 37,155 ／ 63,186 ㎡50 万人以上 
100 万人未満 鹿児島市 1 ダイエー鹿児島谷山店 11,100 ／ 28,734 ㎡

岡崎市 5 イオン岡崎 SC 65,285 ／ 162,079 ㎡

高松市 5 ゆめタウン高松 52,962 ／ 98,314 ㎡

高知市 2 イオン高知 SC 47,476 ／ 148,800 ㎡

福山市 4 イトーヨーカ堂福山店 44,390 ／   ― ㎡

宇都宮市 1 福田屋ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ 39,180 ／ 83,422 ㎡

富山市 2 アル・プラザ富山 34,954 ／ 70,080 ㎡

姫路市 3 姫路リバーシティ SC 32,478 ／ 112,987 ㎡

那覇市 1 イオン那覇 SC 29,000 ／ 54,581 ㎡

金沢市 4 アル・プラザ金沢 25,031 ／ 99,624 ㎡

30 万人以上 
50 万人未満 

長野市 2 長崎屋長野店 13,712 ／ 19,461 ㎡

小田原市 2 ダイナシティウエスト 48,136 ／ 116,470 ㎡

福井市 2 ファモール福井 44,571 ／   ― ㎡

帯広市 3 ニッテンｽｽﾞﾗﾝﾌﾟﾗｻﾞ 43,486 ／   ― ㎡

彦根市 2 ビバシティ彦根 33,066 ／ 104,426 ㎡

佐世保市 2 ｼﾞｬｽｺｼﾃｨ大塔 SC 29,696 ／ 69,637 ㎡

八戸市 1 ｲﾄｰﾖｰｶ堂八戸沼館店 25,410 ／ 33,184 ㎡

青森市 2 ｶﾞｰﾗﾀｳﾝ・ｱｵﾓﾘｳｴｽﾄﾓｰﾙ 21,661 ／ 30,559 ㎡

山口市 3 サンリブ阿知須 20,152 ／ 28,781 ㎡

伊勢市 1 ジャスコ新伊勢店 20,017 ／ 26,747 ㎡

鳥取市 1 ジャスコ鳥取北店 19,821 ／ 30,100 ㎡

長岡市 3 長岡ニュータウン SC 18,974 ／   ― ㎡

松本市 3 ｲﾄｰﾖｰｶ堂南松本店 18,152 ／ 54,428 ㎡

酒田市 1 酒田亀ヶ崎 SC 15,408 ／ 20,554 ㎡

10 万人以上 
30 万人未満 

飯田市 3 飯田サティ 12,796 ／ 19,273 ㎡

日向市 1 ロックタウン日向 19,991 ／ 46,013 ㎡

能代市 1 S タウンアクロス能代 15,479 ／ 30,440 ㎡

長浜市 1 アル・プラザ長浜 15,439 ／ 25,100 ㎡

5 万人以上 
10 万人未満 

新発田市 1 新発田舟入 SC・コモ 13,725 ／ 20,031 ㎡

参考 1）中心市街地活性化推進室 HP       

参考 2）2007 全国大型小売店総覧、東洋経済新報社

 

                                                  
1 中心市街地活性化のすすめ 2004 年版もしくは街元気プロジェクトに掲載されている市町村 
2 2007 全国大型小売店総覧（東洋経済新報社）の立地タイプにおいて、「郊外住宅街型」、「郊外幹線道路沿型」、

「その他」のいずれかに属するものとした。 
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次に、大規模商業施設の店舗面積が大きいほど人口移動に大きな影響を与えると考え、各人口

規模のカテゴリーの中で最大の店舗面積をもつ大規模商業施設が立地している都市を抽出し、研

究対象地とすることとした上で、更に以下の事項について考慮して最終的な研究対象地の選定を

行った。 

＜100 万人以上の都市＞ 

・札幌市は 1995 年から 2000 年までの人口増加が極めて大きく、大規模商業施設の立地以外

の要因が大きいと判断できるため対象外とした。 

・神戸市は震災の影響が大きいと判断できるため対象外とした。 

＜50 万人以上の都市＞ 

・特になし 

＜30 万人以上の都市＞ 

・高松市の大規模商業施設は 1998 年、高知市の大規模商業施設は 2000 年、福山市の大規模

商業施設は 1999 年に立地しており、人口移動（2000 年の国勢調査）に与える影響が少な

いと判断できるため対象外とした。 

＜10 万人以上の都市＞ 

・小田原市の大規模商業施設は 1999 年、福井市の大規模商業施設は 2000 年、帯広市の大規

模商業施設は 1998 年に立地しており、人口移動（2000 年の国勢調査）に与える影響が少

ないと判断できるため対象外とした。 

＜5 万人以上の都市＞ 

・日向市の大規模商業施設は 2000 年、能代市の大規模商業施設は 1999 年、新発田市の大規

模商業施設は 1998 年に立地しており、人口移動（2000 年の国勢調査）に与える影響が少

ないと判断できるため対象外とした。 

 

以上より、最終的な研究対象都市は以下のとおりである（表 3-2）。 

 表 3-2 都市規模別都市別の大規模商業施設立地状況 

大規模商業施設 
都市規模 都市名 

店舗数 最大面積の店舗名 店舗面積／延床面積（㎡） 
100万人以上 北九州市 3 IDC小倉ショールーム 19,554 ／ 112,165 ㎡

50 万人以上 
100万人未満 熊本市 3 ゆめタウンはません 37,155 ／ 63,186 ㎡

岡崎市 5 イオン岡崎 SC 65,285 ／ 162,079 ㎡30 万人以上 
50 万人未満 宇都宮市 1 福田屋ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ 39,180 ／ 83,422 ㎡

彦根市 2 ビバシティ彦根 33,066 ／ 104,426 ㎡10 万人以上 
30 万人未満 佐世保市 2 ｼﾞｬｽｺｼﾃｨ大塔 SC 29,696 ／ 69,637 ㎡

5 万人以上 
10 万人未満 長浜市 1 アル・プラザ長浜 15,439 ／ 25,100 ㎡
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２．分析方法 

（1）分析の流れ 

 本研究の分析の流れは以下のとおりである（図 3-1）。 
 本研究では、前述した 7 都市について、第 3 章第 3 節で各都市において回帰分析及び即地的検

討から考察を行い、第 4 章でケーススタディを踏まえたまとめを行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 分析のフロー 

 
（2）使用データ 

1）人口分布の状況 
 本研究では、「人口移動と大規模商業施設との相関関係」を明らかにすることを目的としている。 

ここで、人口については、夜間人口と昼間人口の 2 つの視点から捉え、それぞれの人口移動と

大規模商業施設との相関関係について分析を行うこととする。 

そこで、人口データとして基本的には以下のデータを使用する。 

・平成 7 年度及び 12 年度の「国勢調査小地域集計結果（第 1 次基本集計に関する集計）」の

第 2 表（基本単位区別・性別・5 歳階級別人口） 

・平成 8 年度及び平成 13 年度の「事業所・企業統計調査結果」の第 1 表（産業（大分類）

別就業者数、市区町村・町丁大字別） 
上記のうち、国勢調査人口を夜間人口、事業所・企業統計調査の就業者数を昼間人口として分

析を行う。 

 また、公示地価として、平成 7 年度及び平成 12 年度の公示地価（標準値）データを使用する。 

【ケーススタディ】 
 
 
 
 
 
 
 
 

1）都市の概要
2）中心市街地の現状と課題 
3）分析 
 ⅰ：回帰分析 
  ①人口密度 
  ②雇用密度 
  ③公示地価 
 ⅱ：即地的検討 
  ①人口密度 
  ②雇用密度 
  ③公示地価 
4）考察 
5）今後の展望 
6）平成 17 年度国勢調査結果を踏まえて 

【第 4 章】
商業施設の立地が人口分布に与える影響に関するまとめ 
1．本研究のまとめ 
2．研究成果の活用に向けて 
3．今後の課題 

宇都宮市、岡崎市、彦根市、長浜市、
北九州市、佐世保市、熊本市 
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2）商業施設 
 商業施設については、2007 全国大型小売店総覧より、周辺の開発動向に影響を与えると考えら

れる、店舗面積 1 万㎡以上の大規模商業施設を抽出した。 

 今回の回帰分析においては、それぞれの対象都市の中で最も店舗面積の大きい商業施設を対象

に分析を行った。各都市で対象とした店舗を以下に示す（表 3-3）。 

表 3-3 対象店舗一覧 

都市名 対象店舗名 開店日 店舗面積（㎡）

宇都宮市 福田屋ショッピングプラザ 1994年 10月 39,180
岡崎市 イオン岡崎ショッピングセンター 1995 年 9 月 65,285
彦根市 ビバシティ彦根 1996 年 4 月 33,066
長浜市 アル・プラザ長浜 1996年 11月 15,439
北九州市 IDC 小倉ショールーム 1999 年 4 月 19,554
佐世保市 ジャスコシティ大塔ショッピングセンター 1997年 10月 29,696
熊本市 ゆめタウンはません 1998 年 2 月 37,155
 

3）中心市街地 
 中心市街地の位置については、中心市街地活性化基本計画を参考にして抽出した。 

 

4）各町丁目から中心市街地及び大規模商業施設までの距離 
町丁目の中心から中心市街地及び大規模商業施設までの距離は、NITAS を利用して、現況の道

路ネットワークを利用した場合の距離を用いる。 

 

（3）分析の目的 

人口分布の状況と郊外の大規模商業施設との関係について、距離による相関関係の有無を回帰

分析により明らかにする。また、それと連動して中心市街地の人口分布がどのように変化したの

か、具体的には、郊外に大規模商業施設が立地したことによって人口分布が中心市街地から郊外

に移動しているのかどうか、についても回帰分析により明らかにする。 
そして、係数（勾配）の変化及び有意性の変化を捉えることにより、商業や雇用の郊外への流

出（言い換えれば、中心市街地の影響力の低下）等について検討を行うことを目的とする。 
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（4）分析の手法 

分析方法は、Anas,Arnott and Small が 1998 年に発表した「Urban Spatial Structure」の中

で述べられている、多心型都市構造を描写する 3 つのモデル式のうち、「② 各センターが相互に

補完的である」場合の分析を行う。 

Anas,Arnott and Small は、「都市の分散化は、X を都心からの距離とした場合の人口密度関数

xeDXD γ−= 0)( （ 0D 、γは正の定数）の密度勾配γが時間の経過にともなって低下している」と

説明し、モデル式を導いている。Anas,Arnott and Small 以外にも、McDonald and Prather（1994）
はシカゴにおける 1980～1990 年までの 10 年毎の雇用分布の変化について、Kenneth Rosen and 
Mitchel Resnick（1980）はロサンゼルスのダウンタウンや西地区等で、1970～1980 にかけての

人口や雇用分布の変化について分析を行った。このように多くの学者等に用いられていることか

ら、分析方法として確立されているものと考え、本研究では同様の式を用いることとした。 

本分析では、国勢調査データの人口を元にした人口密度及び事業所・企業統計調査の就業者数

を元にした雇用者密度を用いる。以下に 3 つの「多心型都市構造」のモデル式を示す。 

 

① ｝γ｛ )*exp(* mnnnm XAMAXD −=  … 各センターが完全に代替的である

② ∏ −= )*exp( mnnm XAD γ  … 各センターが相互に補完的である

③ ∑ −= )*exp(* mnnnm XAD γ  … 中間的なケース 
 

回帰分析を行うにあたり、②式を線形モデルに変換した上で、回帰分析を行う。回帰分析の結

果から得られる中心市街地と大規模商業施設との間の関係は下図のとおりである（図 3-2）。 
 

線形モデル→ ∑−= mnnm XAD *ln γ  
 mD  ： 町丁目の人口密度又は雇用密度 
 nγ  ： 係数 
 A ： 定数項 
 mnX  ： 中心市街地又は大規模商業施設から各町丁目までの距離

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2 回帰分析の結果のイメージ図 

中心市街地 大規模商業施設 

凡例 
：1995 年人口密度
：2000 年人口密度

人口密度が減少 

人口密度が上昇 
郊外化 
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（5）分析の項目 

人口分布、雇用分布及び公示地価は、以下の項目について分析を行う。 
人口分布 雇用分布 公示地価 

平成 7 年 平成 12 年 平成 8 年 平成 13 年 平成 7 年 平成 12 年 
・総人口 
・年少人口 
・生産年齢人口 
・老年人口 

・従業者数 
・事業所数 
・卸小売飲食業従業者数 
・サービス業従業者数 

・地価（標準地） 

 

（6）分析の注意点 

回帰分析の結果を検討するにあたり、決定係数と t 値について触れておく。 

決定係数（R2）は 0 から 1 の間の数値をとり、1 に近いほど当てはまりが良い。おおよその目

安として、決定係数が 0～0.2 であれば「ほとんど相関がない」、0.2～0.4 であれば「やや相関が

ある」、0.4～0.7 であれば「かなり相関がある」、0.7～1.0 であれば「強い相関がある」3と言われ

ている。 

t 値は、推定された係数が「0 である」という帰無仮説を検定したものである。検定結果から帰

無仮説が棄却できない、すなわち統計的に 0 でないとはいえない（0 かもしれない）となると、Y
と X の関係がないことになり、回帰分析に意味がなくなってしまう。本分析での t 値境界は一般

的に用いられる 2.0 とした。 

 
（7）即地的検討 

 即地的検討については、人口や雇用密度の分布状況についてGISを用いて視覚的に整理を行う。 
 

                                                  
3 石村貞夫：「すぐ分かる統計解析」（東京図書） 
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３．ケーススタディ 

（1）宇都宮市 

1）宇都宮市の概要 
表 3-3-(1)-1 宇都宮市市勢 

面積  ： 312.16km² 
人口  ： 459,210 人 

男 ： 229,599 人 
女 ： 229,611 人 

世帯数 ： 185,736 世帯 
人口密度： 1,471.07 人/km² 
※2006 年 9 月 1 日時点 出典）宇都宮市 HP

 
 
 
 

 図 3-3-(1)-1 宇都宮市位置図 

＜位置・市勢＞ 

宇都宮市は、関東地方の北部、栃木県の中部

に位置する都市で、同県の県庁所在地である

（図 3-3-(1)-1）。 
人口は約 46 万人で、工業製品出荷額・年間

商品販売額ともに栃木県内第 2 位の小山市を

大きく引き離して県内第 1 位であり、1996（平

成 8）年 4 月 1 日より、北関東で唯一の中核市

に指定されており、栃木県はもとより北関東を

代表する経済・行政の中心都市である（表

3-3-(1)-1）。 
 
＜経済＞ 

戦後は、市の東部に大規模な内陸型工業団地

を開発し、首都圏からのアクセスの好さを利用

して企業誘致を行い、工業都市として発展して

いる。1984 年には、関東地方で唯一のテクノ

ポリス地域4に指定された。 
近年は、「餃子の街」として有名となり、観

光客数が増加している。他にもカクテルやジャ

ズ等を活用した町興しも進められている。 
 
＜交通＞ 

 鉄道は、宇都宮駅が中心駅であり、東北新幹

線や東北本線、日光線、東部鉄道等が整備され

ている。 
 道路は、国道 4 号をはじめ、119 号や 123
号等広域連絡網として重要な道路の他に、高速

道路も整備されており、市内には東北自動車道

の宇都宮 IC、北関東自動車道の宇都宮上三川

IC 等が整備されている。  

                                                  
4 高度技術集積都市及びそれを実現するための計画。先端技術産業を中核とした産・学・住が一体となった街づく

りを促進し、研究開発施設等各種産業基盤の事業整備等の推進を通じて地域経済の振興と向上を目指すことを

目的としている。日本では通商産業省によって構想され、1983 年の高度技術工業集積地域開発促進法（テクノ

ポリス法）によって制度化され、全国 26 の地域が指定された。 

凡例 
：高速道路
：新幹線 
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＜人口の推移＞ 

 宇都宮市の人口動態としては、人口及び世帯数は近年においても増加傾向にあるが、人口増加

率は昭和 50 年をピークとして減少傾向にある。しかし、1 世帯あたりの人員は減少傾向にあり、

年齢別人口構成をみても少子高齢化の状況が見られる。 
 国勢調査の結果を、GIS を用いて視覚的に整理したものを以下に示す（図 3-3-(1)-2）。 
 町丁目別人口（総数）の変遷 町丁目別世帯数の変遷 町丁目別人口密度の変遷 

平

成

7
年

度 

   

平

成

12
年

度 

   

平

成

17
年

度 

 

 

 
図 3-3-(1)-2 平成 7年度から平成 17 年度にかけての人口及び世帯数に関する変遷 
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＜住宅地及び商業地の公示地価による変動率及び価格の推移56＞ 

宇都宮市の住宅地及び商業地の公示地価による変動率及び価格の推移は以下のとおりである

（表 3-3-(1)-2）。 
 

表 3-3-(1)-2 宇都宮市 公示地価による変動率及び価格の推移 

変動率（％）
平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年

住宅地 ▲ 5.1 ▲ 2.5 ▲ 1.9 ▲ 2.2 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 2.8 ▲ 3.3 ▲ 5.4 ▲ 7.0 ▲ 7.6 ▲ 6.0
商業地 ▲ 10.3 ▲ 6.3 ▲ 7.5 ▲ 8.8 ▲ 8.1 ▲ 9.0 ▲ 10.5 ▲ 8.5 ▲ 11.6 ▲ 13.7 ▲ 15.2 ▲ 14.7 ▲ 10.3

出典）栃木県企画部　地価調査価格（平成18年）　宇都宮市抜粋版より  
価格（円／㎡）

平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年
住宅地 137,200 136,400 131,800 128,500 125,300 122,100 118,000 114,200 110,000 103,900 96,200 89,000 83,800
商業地 984,800 910,600 825,100 750,000 696,200 549,800 476,000 427,400 368,000 311,100 260,000 219,000 194,800

出典）栃木県企画部　地価調査価格（平成18年）　宇都宮市抜粋版より  
 
以上から、宇都宮市の住宅地及び商業地の地価は下落傾向にあり、特に商業地の地価の落ち込

みが激しいことが分かる。 
 
＜一ヶ月あたりの家賃・間代別借家数と価格帯7＞ 

 昭和 63 年は、借家総数は 52,950 戸で、価格帯は 30,000～39,999 円が一番多く 14,420 戸ある。

平成 5 年では、借家総数は 63,090 戸、価格帯は 40,000～59,999 円が一番多く 20,420 戸ある。

平成 10 年では、借家総数は 68,720 戸、価格帯は 40,000～59,999 円が一番多く 24,660 戸ある。

平成 15 年では、借家総数は 62,560 戸、価格帯は 40,000～59,999 円が一番多く 21,060 戸ある。 
 また、100,000 円以上の家賃・間代を設定している借家数も、平成 5 年で 1,580 戸、平成 10 年

で 1,930 戸、平成 15 年で 2,120 戸と増加している。 
 以上から、宇都宮市の家賃は、住宅地や商業地の地価が落ち込んでいるにも関わらず、高止ま

りしていることが分かる。 
 
＜住宅の建て方別一般世帯数及び世帯人員8＞ 

 一戸建ては、昭和 55 年では、世帯数が 87,136、世帯人員が 313,482 である。昭和 60 年では、

世帯数が 94,069、世帯人員が 331,717である。平成 2年では、世帯数が 96,741、世帯人員が 330,741
である。平成 7 年では、世帯数が 98,356、世帯人員が 321,614 である。平成 12 年では、世帯数

が 102,413、世帯人員が 317,481 である。 
共同住宅は、昭和 55 年では、世帯数が 18,772、世帯人員が 39,682 である。昭和 60 年では、

世帯数が 26,163、世帯人員が 53,391 である。平成 2 年では、世帯数が 39,311、世帯人員が 77,817
である。平成 7 年では、世帯数が 51,089、世帯人員が 96,988 である。平成 12 年では、世帯数が

59,011、世帯人員が 110,931 である。 
以上から、宇都宮市では一戸建て住宅の需要が依然として高いものの、世帯数及び世帯人員の

伸びをみると共同住宅の需要が高くなってきていることが分かる。 
                                                  
5 参考：平成 18 年度地価調査価格「宇都宮市抜粋版」、宇都宮市都市計画課作成 
6 変動率及び価格は市内用途別平均である。 
7 参考：宇都宮市統計資料 
8 参考：宇都宮市統計資料 
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＜事業所数及び従業者数の推移＞ 

 宇都宮市の事業所数及び従業者数の推移は以下のとおりである（表 3-3-(1)-3）。 
 

表 3-3-(1)-3 宇都宮市 事業所数及び従業者数の推移 

昭和61年 平成3年 平成8年 平成11年 平成13年 平成16年
事業所数 ー 24,760 24,467 22,525 22,468 20,137
従業者数 ー 242,934 239,471 220,925 225,141 207,028

出典）宇都宮市HP：宇都宮市統計データバンクより  
 
 以上から、宇都宮市では、事業所数及び従業者数は減少傾向にあることが分かる。 
 平成 8 年度と平成 13 年度の事業所企業統計調査の結果について、GIS を用いて視覚的に整理

したものを以下に示す（図 3-3-(1)-3）。 

 
図 3-3-(1)-3 平成 8年度から平成 13 年度にかけての雇用者に関する変遷 
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＜将来都市構造＞ 

 平成 12 年 12 月に策定された宇都宮市都市計画マスタープラン「都市計画に関する基本的な方

針」においては、「第 4 章都市づくりの基本方向 第 5 節都市構造づくり 第 3 項都市構造の転換」

の中で、一極集中型から多機能分散型都市構造への転換としては、「鉄道や広域幹線道路等の交通

の要衝を核として、土地利用と交通のバランスの取れた多極型構造の都市として、地域の均衡あ

る発展を目指したまちづくりを進める必要がある。9」とされている。 
また、将来の都市構造として、「都市機能の集積を目指す「拠点」、道路と鉄道が一体となり都

市活動を支える「都市軸」や保全すべき自然環境の連なりである「環境軸」及び集約的な市街地

を目指す「ゾーン」を基軸として構成する。10」とある。 
将来都市構造図を以下に示す（図 3-3-(1)-4）。 

 

図 3-3-(1)-4 宇都宮市 将来都市構造図 

【宇都宮市都市計画マスタープラン（平成 12 年 12 月）より】 

 

                                                  
9 「」内は、宇都宮市都市計画マスタープラン 第 4 章都市づくりの基本方向 第 5 節都市構造づくり 第 3 項

都市構造の転換から抜粋 
10 「」内は、宇都宮市都市計画マスタープラン 第 4 章都市づくりの基本方向 第 5 節都市構造づくり 第 4 項

将来都市構造から抜粋 
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2）中心市街地の現状と課題 
＜中心市街地の現状＞ 

宇都宮市の中心市街地の商店街としては、オリオン通り商店街とユニオン通り商店街がある。

それぞれの現状について位置と現況を以下に示す（図 3-3-(1)-5、写真①～⑧）。 
 

 
図 3-3-(1)-5 中心商店街及び大規模商業施設の位置 

① ② 

③ ④ 
⑥ 

⑤ 

中心商店街 

⑦

⑧ 

大規模商業施設 
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① ユニオン通り商店街 ② 宇都宮市オリオン市民広場 

③ 高校生のチャレンジショップ ④ オリオン通り商店街 

⑤ 歯抜け状態の商店街 ⑥ コインパーキング 

⑦ シャッターの降りた店 ⑧ ララスクウェア宇都宮 
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＜中心市街地の課題＞ 

①問題発生のメカニズム 
 平成 11 年 3 月に策定された宇都宮市中心市街地活性化基本計画 都心ルネッサンス 21・うつ

のみや においては、「第 1 章中心市街地の現状と課題 4．中心市街地の問題発生メカニズムと

課題」の中で、中心市街地において商業・業務機能が停滞した要因として、①郊外部に比べた地

価の高さ、②中心市街地への車による来街の難しさ、③郊外部における文化施設、大規模公園、

総合病院等の公共施設整備の進展の 3 点が挙げられている。 
 また、問題発生のメカニズムを見ると、人口の増加が 1 つの要因となり、郊外に商業機能等が

集積すると示されている（図 3-3-(1)-6）。 

 
図 3-3-(1)-6 宇都宮市中心市街地の問題発生メカニズム 

【宇都宮市中心市街地活性化基本計画 都心ルネッサンス 21・うつのみや（平成 11 年 3 月）より】 

 
②商店街通行量実態調査 

 平成 17 年度の商店街通行量実態調査の結果をみると、オリオン通り、ユニオン通りを含めた市

内中心部 24 地点の歩行者交通量の結果を見ると、全体の交通量は、平日で最盛期（昭和 57 年）

の約 50％、休日で最盛期（昭和 62 年）の約 33％と年々減少の傾向にある。 
 また、オリオン通りは平日・休日ともに他の商店街と比較して依然として平均通行量は多いが、

平成 15 年調査と比較すると平日で約 20％、休日で約 30％も減少している。 
一方、JR 駅前通りの通行量の増加が目立ち、平日で約 6％、休日で約 20％も増加している。

その結果、平日の平均通行量はオリオン通りを上回っており、休日もオリオン通りに次いで第 2
位の平均通行量である。 
以上から、中心市街地の衰退が進行していることが分かる。 
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 ③中心市街地の再構築・再構築 
平成 12 年 12 月に策定された宇都宮市都市計画マスタープラン「都市計画に関する基本的な方

針」においては、「第 3 章都市づくりの展望と課題 第 2 節都市づくりの課題」の中で、中心市街

地の再構築としては、「道路基盤整備とモータリゼーションの進展により、郊外部への大規模商業

施設の立地や市街地の拡大が進行し、中心市街地においては、空き店舗や低未利用地の発生、人

口減少などの空洞化現象や建築物の老朽化など、商業・交流等活力の低下や安全性の確保等が大

きな課題となっている。中心市街地の商業や交流機能などの活力減退は、都市機能全体の活力低

下に直結することから、都市づくりの上で、中心市街地の活性化及び再構築への対応が緊急に必

要である。」とされている。 
また、同じく「第 4 章都市づくりの基本方向 第 8 節市街地整備の方針 第 1 項市街地開発の

方針」の中で、中心市街地の再整備としては、「中心市街地の再構築を図るために、老朽建物が密

集し、また、低密な土地利用がなされている地域は、都市再生区画整理事業、再開発事業、共同

建替えなどにより、土地の高度利用を推進する。また、戦災復興土地区画整理事業の行われてい

ない地区で都市基盤の整備が不十分な地域は、土地区画整理事業により計画的に基盤整備を推進

する。」とされている。 
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3）中心市街地及び大規模商業施設と人口分布の相関関係に関する分析 
＜回帰分析＞ 

 第 3 章ケーススタディ 2．分析方法（4）分析手法で示した手法等による分析を行う。 

 

 ①人口密度に関する分析 

宇都宮市の全 572 町丁目を対象に、総人口の密度について回帰分析を行った結果を以下に示す

（表 3-3-(1)-4）。 
表 3-3-(1)-4 宇都宮市 回帰分析結果（総人口の密度） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（曲師町） 7.778832 -0.66368 8.347503 -0.49641
（t値） (26.61) (5.94) (30.01) (4.67)

R
2
= 0.144312 R

2
= 0.163231

福田屋ショッピングプラザ宇都宮 7.778832 0.261571 8.347503 0.072912
（t値） (26.61) (2.55) (30.01) (0.75)

R2= 0.144312 R2= 0.163231

平成7年（1995年） 平成12年（2000年）
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重回帰分析（平成12年）
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○決定係数（R2）について 
…平成 7 年で 0.144、平成 12 年で 0.163 とあてはまりがよくないことから、中心市街地や大規

模商業施設からの距離と人口密度の間には、はっきりとした相関は認められない。 
○式の有意性について 

 …平成 7 年の式はどちらの係数も t 値が 2.0 以上で有意である。平成 12 年の式は福田屋ショッ

ピングプラザの t 値が 2.0 未満であり、有意な結果が得られなかった。 
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 ②雇用密度に関する分析 
 町丁目毎の総雇用者の密度について回帰分析を行った結果を以下に示す（表 3-3-(1)-5）。 

表 3-3-(1)-5 宇都宮市 回帰分析結果（総雇用者の密度） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（曲師町） 7.680689 -0.82976 7.983815 -0.66316
（t値） (28.99) (8.16) (31.48) (6.81)

R2= 0.243309 R2= 0.254734

福田屋ショッピングプラザ宇都宮 7.680689 0.326222 7.983815 0.154126
（t値） (28.99) (3.49) (31.48) (1.72)

R2= 0.243309 R2= 0.254734

平成8年（1996年） 平成13年（2001年）
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○決定係数（R2）について 
…平成 8 年で 0.243、平成 13 年で 0.255 と比較的あてはまりがよい。したがって、中心市街地

や大規模商業施設からの距離と雇用密度の間には、やや相関が認められる。 
○式の有意性について 

 …平成 8 年の式はどちらの係数も t 値が 2.0 以上で有意である。平成 13 年の式は福田屋ショッ

ピングプラザの t 値が 2.0 未満であり、有意な結果が得られなかった。 
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 ③地価に関する分析 
公示地価について回帰分析を行った結果を以下に示す（表 3-3-(1)-6）。 

表 3-3-(1)-6 宇都宮市 回帰分析結果（公示地価） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（曲師町） 481084.5 -74838.5 272221.9 -44381.2
（t値） (8.12) (3.43) (9.67) (4.28)

R2= 0.199519 R2= 0.236518

福田屋ショッピングプラザ宇都宮 481084.5 19453.16 272221.9 15601.81
（t値） (8.12) (1.01) (9.67) (1.70)

R
2
= 0.199519 R

2
= 0.236518

平成7年（1995年） 平成12年（2000年）
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○決定係数（R2）について 
…平成 7 年で 0.200、平成 12 年で 0.234 と比較的あてはまりがよい。したがって、中心市街地

や大規模商業施設からの距離と公示地価の間には、やや相関が認められる。 
○式の有意性について 

 …平成 7 年及び平成 12 年の式は、ともに福田屋ショッピングプラザの t 値が 2.0 未満であり、

有意な結果が得られなかった。 
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＜即地的検討＞ 

 回帰分析の結果だけでは、具体的に市内のどの町丁目でどの程度の変化があったのかを見るこ

とができない。そこで、GIS を用いて視覚的に整理する。 
 

 ①人口に関する整理 
平成 7 年から平成 12 年にかけての、総人口の密度の差を示す（図 3-3-(1)-7）。 

 
＋国道及び区域区分  中心市街地及び大規模商業施設 

  
図 3-3-(1)-7 人口密度差（総人口） 
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②就業者及び事業所に関する整理 
平成 8 年から平成 13 年にかけての、総雇用者の密度の差を示す（図 3-3-(1)-8）。 

 
＋国道及び区域区分  中心市街地及び大規模商業施設 

  
図 3-3-(1)-8 雇用者密度差（総雇用者数） 
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③公示地価に関する整理 
平成 7 年から平成 12 年にかけての、公示地価（標準地）の価格の差について示す（図 3-3-(1)-9）。 

 
＋国道及び区域区分  中心市街地及び大規模商業施設 

  
図 3-3-(1)-9 公示地価価格差（標準地） 
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4）考察 
本項では、前項で行った回帰分析及び即地的検討の結果を踏まえた考察を行う。 

  
①人口分布について 
まず、回帰分析では、 
・平成 7 年は、式が有意であるが、決定係数が低いこと 
・平成 12 年は、決定係数は低く、かつ、式が有意でないこと 

から、中心市街地や大規模商業施設からの距離と人口密度の間には、はっきりとした相関は認め

られないという結果であった。 
次に、即地的検討では、 
・大規模商業施設の南東部で人口密度の大幅な増加がみられること 
・人口密度の大幅な増加が起こっている町丁目は環状道路の内側に多いこと 
・中心市街地では人口密度の大幅な減少がみられること 

が確認できた。 
このような現象が起こった背景として、次のようなことが考えられる。 
第一に、モータリゼーションの進展により、中心市街地や大規模商業施設への移動時間が大幅

に短縮されたことにより、必ずしも商業施設への近接性が重要視されなくなった。 
第二に、大規模商業施設の南東部の地区は、従来からの公園や学校等が配置されている良好な

住宅地であること、宇都宮駅や環状道路に近接しており交通利便性が高い。 
第三に、宇都宮市では、良好な住環境を創出するための土地区画整理事業が郊外の大規模商業

施設周辺や中心市街地以外で行われている。特に、内環状線沿いの城東地区及び外環状線沿いの

鶴田地区において、土地区画整理事業を積極的に推進しており、環状道路の内側で新たな市街地

整備が進みつつある。 

したがって、宇都宮市において、大規模商業施設周辺で人口の増加が起こっているのは、商業

施設立地が直接の影響を及ぼしているのはなく、交通利便性を考慮した新たな宅地開発の推進に

よるものと考えられる。 
 
②雇用分布について 
まず、回帰分析では、 
・平成 8 年は、決定係数はやや高く、式が有意であること 
・平成 13 年は、決定係数はやや高いが、式が有意でないこと 

から、中心市街地や郊外大型商業施設からの距離と雇用密度の間には、はっきりとした相関は認

められないという結果であった。 
次に、即地的検討では、 
・大規模商業施設の周辺では雇用密度が低下していること 
・雇用密度の大幅な増加が起こっている町丁目は環状道路の内側に多いこと 
・中心市街地では雇用密度が大幅に減少又は増加している町丁目の両方が目立つこと 

が確認できた。 
このような現象が起こった背景として、次のようなことが考えられる。 
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第一に、人口分布と同様に、モータリゼーションの進展により、中心市街地や大規模商業施設

への移動時間が大幅に短縮されたことにより、必ずしも商業施設への近接性が重要視されなくな

った。 
第二に、バブル経済が破綻した後、福田屋は中心市街地から市街地北部の準郊外に移転した。

一方、中心市街地では 1997 年に二荒山神社前のバンバ相生地区が再開発され、ファッションビ

ルの宇都宮パルコが開店した。 
第三に、中心市街地の地価が依然として高止まりしており、宇都宮駅周辺と郊外では大きな差

がある。 
したがって、宇都宮市で、大規模商業施設周辺で雇用の増加が起こっていないのは、宇都宮市

では郊外部だけではなく環状道路の内側の都心部においても大規模商業施設の立地が進んでいる

影響によるものと考えられる。 
 
③地価について 
まず、回帰分析では、 
・平成 7 年は、決定係数はやや高いが、式が有意でないこと 
・平成 12 年は、決定係数はやや高いが、式が有意でないこと 

から、中心市街地や郊外大型商業施設からの距離と公示地価の間には、はっきりとした相関は認

められないという結果であった。 
次に、即地的検討では、 
・大規模商業施設周辺では公示地価が下落していること 
・公示地価の大幅な上昇が起こっている町丁目は市境付近に多いこと 
・中心市街地は公示地価が下落していること 

が確認できた。 
このような現象が起こった背景として、次のようなことが考えられる。 

 第一に、地価の下落はバブル経済の崩壊によるところが大きい。公示地価の変動率（第 1 項 表

2 公示地価による変動率及び価格の推移）からも分かるように、近年においても下落傾向が続い

ている。 
第二に、市街化調整区域で大幅に地価が上昇した町丁目には、宇都宮上三川 IC の開通に伴う、

宅地開発や商業施設の立地が促進され、利便性・快適性等が向上している。 
したがって、宇都宮市で、大規模商業施設周辺で公示地価の下落が起こっているのは、バブル

経済崩壊という社会経済的な要因によるものと考えられる。 
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5）宇都宮市の今後の展望 
 
最後に宇都宮市の今後の展望について、主なものを紹介する。 

 
＜市町村合併について＞ 

宇都宮市では、平成 19 年 3 月 31 日に上河内町・河内町と市町村合併を行った。合併後の都市

整備の 1 つの方向として、都市計画区域外の郊外大型商業施設の出店は基本的に認めない方向で

ある。 
 
＜LRT 整備計画について＞ 

宇都宮駅東側の工業団地の住民の交通の確保と同西側の商業活性化の取り組みの一環として、

また、「クルマ依存社会の行き詰まり」、「環境問題への対応」、「交通弱者への対応」、「中心市街地

活性化」の観点から LRT の整備が計画されている。 
平成 9 年度に「新交通システム検討委員会」を設置して以来、基本方針の策定や基本計画策定

委員会や調査検討委員会の設置、懇談会の実施等に取り組んでいる。 
 
＜複合型工業流通団地の開発について＞ 

平成 12 年に北関東自動車道栃木都賀 JCT～宇都宮上三川 IC 間が開通し、平成 15 年に宇都宮

上三川 IC 周辺に商業流通団地「インターパーク宇都宮南」が町開きした。そして、同年に FKD
ショッピングモールやインターパークビレッジが開業して以来、次々と店舗が集積し始めており、

近郊の住宅地の戸建て住宅は即完売であったことから、今後の新たな拠点として発展することが

考えられる（写真①、②）。 

   
 ① FKD ショッピングモール ② インターパークビレッジ 
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6）平成 17 年度国勢調査結果を踏まえて 
 
最新の町丁目別人口統計データである平成 17 年度国勢調査結果を入手することができたので、

人口についてのみではあるが、回帰分析及び即地的検討の追加検討を行った。 
 
＜回帰分析＞ 

 回帰分析の結果を以下に示す（表 3-3-(1)-7）。 
表 3-3-(1)-7 宇都宮市 回帰分析結果（総人口の密度） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（曲師町） 7.778832 -0.66368 8.35572 -0.4812
（t値） (26.61) (5.94) (29.97) (4.51)

R2= 0.144312 R2= 0.160928

福田屋ショッピングプラザ宇都宮 7.778832 0.261571 8.35572 0.060024
（t値） (26.61) (2.55) (29.97) (0.61)

R
2
= 0.144312 R

2
= 0.160928

平成7年（1995年） 平成17年（2005年）
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○決定係数（R2）について 
…平成 7 年で 0.144、平成 17 年で 0.161 とあてはまりがよくないことから、中心市街地や大規

模商業施設からの距離と人口密度の間には、はっきりとした相関は認められない。 
○式の有意性について 

 …平成 7 年の式はどちらの係数も t 値が 2.0 以上で有意である。平成 17 年の式は福田屋ショッ

ピングプラザの t 値が 2.0 未満であり、有意な結果が得られなかった。 
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＜即地的検討＞ 

平成 7 年から平成 17 年にかけての、総人口の密度の差を示す（図 3-3-(1)-10）。 

 
＋国道及び区域区分  中心市街地及び大規模商業施設 

  
図 3-3-(1)-10 人口密度差（総人口） 

 
 以上から回帰分析及び即地的検討の結果は、平成 12 年度国勢調査の結果と大きく変わるもので

はないが、3）分析の即地的検討でみられた現象が一層進行していることが分かった。 
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 また、中心市街地に含まれる町丁目と大規模商業施設周辺 2km の範囲に含まれる町丁目の人口

の変動状況を整理した。 
福田屋ショッピングプラザを中心とした2km圏内では、平成7年度から人口が5％以上減少した

町丁目が約50％を占めることから、郊外部で人口減少が起こっていることが分かる。 

中心市街地では、平成 7 年度から人口が 5％以上減少している町丁目が約 60％を占めており、

中心市街地からの人口流出が顕著であることが分かる（図 3-3-(1)-11）。 
このような現象が起こった背景としても、4)考察①人口分布について、で示した背景の進行が

考えられる。 
したがって、宇都宮市で、大規模商業施設周辺での人口減少が起こっているのは、都心近郊で

の宅地開発の推進によるものと考えられる。 

福田屋SP周辺2kmの範囲

減少 変化なし 増加

中心市街地

減少 変化なし 増加
 

 郊外 中心 
■増加 平成7年度人口から5%以上増加した町丁目の割合 30.7% 25.3%
■変化なし 平成7年度人口から5%未満の増減の町丁目の割合 19.8% 14.3%
■減少 平成7年度人口から5%以上減少した町丁目の割合 49.5% 60.4%

図 3-3-(1)-11 宇都宮市 各町丁目の人口の変化（H07～H17） 
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2）中心市街地の現状と課題 
＜中心市街地の現状＞ 

岡崎市の中心市街地の商店街としては、康生通り商店街がある。その現状について位置と現況

を以下に示す（図 3-3-(2)-5、写真①～⑦）。 

 

図 3-3-(2)-5 中心商店街及び大規模商業施設の位置 

 

① 
②

③

④ 

⑥

⑦

⑤

中心商店街

大規模商業施設 
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① 松阪屋周辺 ② 中心市街地（康生地区） 

③ 中心市街地（伝馬地区）（１） ④ 中心市街地（伝馬地区）（２）

⑤ イオン岡崎 SC への直行バス案内 ⑥ イオン岡崎 SC（１） 

⑦ イオン岡崎 SC（２） 
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＜中心市街地の課題＞ 

①中心市街地の抱える課題 
 平成 12 年 3 月に策定された岡崎市中心市街地活性化基本計画においては、中心市街地の抱える

課題として、以下の 11 点が挙げられている。 
●商業立地の拡散化 
●中心市街地の支持低下 
●既成市街地内での人口空洞化 
●まちづくりにおける特色ある具体的戦略の不足 
●商業機能の空洞化 
●中心市街地としての一体性・連担性の欠如 
●快適な魅力ある買い物空間の欠如 
●地区の地域資源が十分に活用されていない 
●交通動線の分断・連続性の欠如 
●来街・集客のための利便性の低下 
●消費者ニーズへの対応不足 
また、中心市街地活性化に向けての課題として、以下の 6 点が挙げられている。 
●中心市街地の一体的・総合的まちづくりの推進 
●中心市街地内の特性・資源を活かした魅力アル都市空間の創出 
●商業機能及び組織の充実・強化による経済活力の向上 
●交通ネットワークとアクセス利便性の康応による快適な交通環境の形成 
●消費者ニーズに対応した都市サービスの向上・高次化 
●賑わい活力づくりのための拠点・仕掛けづくり 

 上記の問題や活性化の課題を解決するためは、中長期的には市街地再開発や街区整備、短期的

には電線類地中化や歩行空間や水辺空間等の回遊性確保のための環境整備が必要である。 
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3）中心市街地及び大規模商業施設と人口分布の相関関係に関する分析 
＜回帰分析＞ 

 第 3 章ケーススタディ 2．分析方法（4）分析手法で示した手法等による分析を行う。 

 

 ①人口密度に関する分析 

岡崎市の全 399 町丁目を対象に、総人口の密度について回帰分析を行った結果を以下に示す（表

3-3-(2)-4）。 
表 3-3-(2)-4 岡崎市 回帰分析結果（総人口の密度） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（康生通） 7.940232 -0.26375 8.265314 -0.10325
（t値） (28.84) (3.10) (35.84) (1.45)

R2= 0.089128 R2= 0.067594

イオン岡崎SC 7.940232 -0.02604 8.265314 -0.11243
（t値） (28.84) (0.30) (35.84) (1.57)

R2= 0.089128 R2= 0.067594

平成7年（1995年） 平成12年（2000年）
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○決定係数（R2）について 
…平成 7 年で 0.089、平成 12 年で 0.068 とあてはまりがよくないことから、中心市街地や大規

模商業施設からの距離と人口密度の間には、はっきりとした相関は認められない。 
○式の有意性について 

 …平成 7年の式はイオン岡崎 SCの t値が 2.0未満であり、有意な結果が得られなかった。また、

平成 12 年の式はどちらも t 値が 2.0 未満であり、有意な結果が得られなかった。 
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 ②雇用密度に関する分析 
 町丁目毎の総雇用者の密度について回帰分析を行った結果を以下に示す（表 3-3-(2)-5）。 

表 3-3-(2)-5 岡崎市 回帰分析結果（総雇用者の密度） 

サブセンター 切片 勾配 切片 勾配

中心市街地（康生通） 6.601151 -0.32114 7.263467 -0.39824
（t値） (23.39) (3.68) (29.06) (5.15)

R2= 0.091333 R2= 0.154912

イオン岡崎SC 6.601151 0.023879 7.263467 0.046307
（t値） (23.39) (0.27) (29.06) (0.59)

R2= 0.091333 R2= 0.154912
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○決定係数（R2）について 
…平成 8 年で 0.091、平成 13 年で 0.155 とあてはまりがよくないことから、中心市街地や大規

模商業施設からの距離と雇用密度の間には、はっきりとした相関は認められない。 
○式の有意性について 

 …平成 8 年及び平成 13 年の式は、ともにイオン岡崎 SC の t 値が 2.0 未満であり、有意な結果

が得られなかった。 
 
 




